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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　セルラ式移動無線システムにおけるアクセス権を制御する方法であって、前記システム
のコアネットワークから無線アクセスネットワークへのローミング契約情報の転送を含ん
でおり、前記ローミング契約情報が、コアネットワークと無線アクセスネットワークとの
間のインターフェースにおける無線アクセスベアラの管理とは独立に転送され、前記転送
されるローミング契約情報は個々のユーザにリンクされておらず、
　前記のように転送されるローミング契約情報が、国際移動加入者識別（ＩＭＳＩ）番号
のサブセットによって識別される公衆陸上移動網（ＰＬＭＮ）に共通のものである、方法
。
【請求項２】
　前記サブシステムが移動国コード（ＭＣＣ）フィールドおよび移動網コード（ＭＮＣ）
フィールドを含む請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記ローミング契約に従って、訪問先公衆陸上移動網（ＶＰＬＭＮ）へのアクセスがＰ
ＬＭＮ全体について許可され、あるいは前記ＶＰＬＭＮの一定の区域に限られる請求項１
または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記ＶＰＬＭＮの前記区域が、加入先公衆陸上移動網（ＨＰＬＭＮ）がそれ自体で無線
サービスを提供しない区域である請求項３に記載の方法。
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【請求項５】
　転送される経路指定契約情報が各所在地区域（ＬＡ）ごとに指示される請求項１から４
のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記ローミング契約情報が、コアネットワークでの前記情報の変更の場合に転送される
請求項１から５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　コアネットワークが、事前に前記ローミング契約情報を用いて構成される請求項１から
６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記構成が運用保守（Ｏ＆Ｍ）手段によって実施される請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記ローミング契約情報が、コアネットワークで在圏所在地登録（ＶＬＲ）型のデータ
ベースに記憶される請求項１から８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　コアネットワーク機器からローミング契約情報を受信する手段を含む無線アクセスネッ
トワーク機器であって、前記ローミング契約情報が、コアネットワークと無線アクセスネ
ットワークとの間のインターフェースにおける無線アクセスベアラの管理とは独立に、前
記コアネットワーク機器により前記無線アクセスネットワーク機器へ転送され、前記ロー
ミング契約情報が個々のユーザにリンクされておらず、
　前記の転送されるローミング契約情報が、国際移動加入者識別（ＩＭＳＩ）番号のサブ
セットによって識別される公衆陸上移動網（ＰＬＭＮ）に共通のものである、無線アクセ
スネットワーク機器。
【請求項１１】
　前記サブシステムが移動国コード（ＭＣＣ）フィールドおよび移動網コード（ＭＮＣ）
フィールドを含む請求項１０に記載の無線アクセスネットワーク機器。
【請求項１２】
　前記ローミング契約に従って、訪問先公衆陸上移動網（ＶＰＬＭＮ）へのアクセスがＰ
ＬＭＮ全体について許可され、あるいは前記ＶＰＬＭＮの一定の区域に限られる請求項１
０または１１に記載の無線アクセスネットワーク機器。
【請求項１３】
　前記ＶＰＬＭＮの前記区域が、加入先公衆陸上移動網（ＨＰＬＭＮ）がそれ自体で無線
サービスを提供しない区域である請求項１２に記載の無線アクセスネットワーク機器。
【請求項１４】
　転送される経路指定契約情報が各所在地区域（ＬＡ）ごとに指示される請求項１０から
１３のいずれか一項に記載の無線アクセスネットワーク機器。
【請求項１５】
　前記ローミング契約情報が、コアネットワークでの前記情報の変更の場合に転送される
請求項１０から１４のいずれか一項に記載の無線アクセスネットワーク機器。
【請求項１６】
　コアネットワークが、事前に前記ローミング契約情報を用いて構成される請求項１０か
ら１５のいずれか一項に記載の無線アクセスネットワーク機器。
【請求項１７】
　前記構成が運用保守（Ｏ＆Ｍ）手段によって実施される請求項１６に記載の無線アクセ
スネットワーク機器。
【請求項１８】
　前記ローミング契約情報が、コアネットワークで在圏所在地登録（ＶＬＲ）型のデータ
ベースに記憶される請求項１０から１７のいずれか一項に記載の無線アクセスネットワー
ク機器。
【請求項１９】
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　無線ネットワーク制御装置（ＲＮＣ）の形を取る請求項１０から１８のいずれかに記載
の無線アクセスネットワーク機器。
【請求項２０】
　ローミング契約情報を無線アクセスネットワーク機器に転送する手段を含むコアネット
ワーク機器であって、前記ローミング契約情報が、コアネットワークと無線アクセスネッ
トワークとの間のインターフェースにおける無線アクセスベアラの管理とは独立に、前記
コアネットワーク機器により前記無線アクセスネットワーク機器に転送され、前記ローミ
ング契約情報が個々のユーザにリンクされておらず、
　前記の転送されるローミング契約情報が、国際移動加入者識別（ＩＭＳＩ）番号のサブ
セットによって識別される公衆陸上移動網（ＰＬＭＮ）に共通のものである、コアネット
ワーク機器。
【請求項２１】
　前記サブシステムが移動国コード（ＭＣＣ）フィールドおよび移動網コード（ＭＮＣ）
フィールドを含む請求項２０に記載のコアネットワーク機器。
【請求項２２】
　前記ローミング契約に従って、訪問先公衆陸上移動網（ＶＰＬＭＮ）へのアクセスがＰ
ＬＭＮ全体について許可され、あるいは前記ＶＰＬＭＮの一定の区域に限られる請求項２
０または２１に記載のコアネットワーク機器。
【請求項２３】
　前記ＶＰＬＭＮの前記区域が、加入先公衆陸上移動網（ＨＰＬＭＮ）がそれ自体で無線
サービスを提供しない区域である請求項２２に記載のコアネットワーク機器。
【請求項２４】
　転送される経路指定契約情報が各所在区域（ＬＡ）ごとに指示される請求項２０から２
３のいずれか一項に記載のコアネットワーク機器。
【請求項２５】
　前記ローミング契約情報が、コアネットワークでの前記情報の変更の場合に転送される
請求項２０から２４のいずれか一項に記載のコアネットワーク機器。
【請求項２６】
　コアネットワークが、事前に前記ローミング契約情報を用いて構成される請求項２０か
ら２５のいずれか一項に記載のコアネットワーク機器。
【請求項２７】
　前記構成が運用保守（Ｏ＆Ｍ）手段によって実施される請求項２６に記載のコアネット
ワーク機器。
【請求項２８】
　前記ローミング契約情報が、コアネットワークで在圏所在地登録（ＶＬＲ）型のデータ
ベースに記憶される請求項２０から２７のいずれか一項に記載のコアネットワーク機器。
【請求項２９】
　前記ローミング契約情報が在圏所在地登録（ＶＬＲ）に記憶され、前記コアネットワー
ク機器が、在圏所在地登録（ＶＬＲ）に接続された移動交換局（ＭＳＣ）型機器の形を取
る請求項２０から２８のいずれか一項に記載のコアネットワーク機器。
【請求項３０】
　前記ローミング契約情報が在圏所在地登録（ＶＬＲ）に記憶され、前記コアネットワー
ク機器が、在圏所在地登録（ＶＬＲ）を組み込んだサービングＧＰＲＳサポートノード（
ＳＧＳＮ）型機器の形を取る請求項２０から２８のいずれか一項に記載のコアネットワー
ク機器。
【請求項３１】
　コアネットワーク機器から無線アクセスネットワーク機器へローミング契約情報を転送
する手段を含む移動無線システムであって、前記ローミング契約情報が、コアネットワー
クと無線アクセスネットワークとの間のインターフェースにおける無線アクセスベアラの
管理とは独立に、前記コアネットワーク機器により前記無線アクセスネットワーク機器に
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転送され、前記ローミング契約情報が個々のユーザにリンクされておらず、
　前記のように転送されるローミング契約情報が、国際移動加入者識別（ＩＭＳＩ）番号
のサブセットによって識別される公衆陸上移動網（ＰＬＭＮ）に共通のものである、移動
無線システム。
【請求項３２】
　セルラ式移動無線システムのためのコアネットワーク機器であって、
　アクセス権を制御するために、前記コアネットワーク機器から無線アクセスネットワー
ク機器へローミング契約情報を転送する手段を備えており、前記ローミング契約情報が、
コアネットワークと無線アクセスネットワークとの間のインターフェースにおける無線ア
クセスベアラの管理とは独立して転送され、前記ローミング契約情報は個々のユーザにリ
ンクされておらず、
　前記のように転送されるローミング契約情報が、国際移動加入者識別（ＩＭＳＩ）番号
のサブセットによって識別される公衆陸上移動網（ＰＬＭＮ）に共通のものである、前記
コアネットワーク機器。
【請求項３３】
　セルラ式移動無線システムのための無線アクセスネットワーク機器であって、
　アクセス権を制御するために、ローミング契約情報を受信する手段を備えており、前記
ローミング契約情報が、前記無線アクセスネットワーク機器へコアネットワーク機器から
転送されるものであり、該ローミング契約情報はまた、コアネットワークと無線アクセス
ネットワークとの間のインターフェースにおける無線アクセスベアラの管理とは独立して
転送され、前記ローミング契約情報は個々のユーザにリンクされておらず、
　前記のように転送されるローミング契約情報が、国際移動加入者識別（ＩＭＳＩ）番号
のサブセットによって識別される公衆陸上移動網（ＰＬＭＮ）に共通のものである、前記
無線アクセスネットワーク機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、移動無線システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明は、具体的には、移動体通信のためのグローバルシステム／ＧＳＭ／ＥＤＧＥ無
線アクセスネットワーク（ＧＳＭ／ＧＥＲＡＮ）型のシステムといった第２世代システム
、あるいは、ユニバーサル移動体通信システム（ＵＭＴＳ）型のシステムといった第３世
代システムなど、任意の移動無線システムに適用され得る。原則として、前述のシステム
には、規格が適用される。詳細については、対応する標準化団体によって公開された対応
する規格を参照することができる。
【０００３】
　そうしたシステムのアーキテクチャの概略を図１に示す。一般に、この種のシステムは
、原則的に、
・　無線アクセスネットワーク（ＲＡＮ）１、および
・　コアネットワーク（ＣＮ）４
　を含む。
【０００４】
　無線アクセスネットワークは、基地局２と基地局制御装置３とで構成される。それは、
無線インターフェース６を介して移動端末５とやりとりし、インターフェース７を介して
コアネットワーク４とやりとりする。無線アクセスネットワーク内では、基地局は、イン
ターフェース８を介して基地局制御装置とやりとりする。無線アクセスネットワークは、
原則的に、ネットワークと移動端末との間の無線インターフェースを介した伝送、この無
線インターフェースを介した伝送のためのリソース管理、および無線アクセスネットワー
ク内での移動端末の移動性管理を行う。
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【０００５】
　コアネットワークは、インターフェース７を介してと無線アクセスネットワークとやり
とりし、具体的に図示しない外部ネットワークともやりとりする。コアネットワークは、
原則的に、移動端末との間で呼を経路指定し管理すると共に、所在地区域（ＬＡ）と経路
指定区域（ＲＡ）との間で移動端末の移動性（モビリティ）を管理する。
【０００６】
　ＧＳＭ／ＧＥＲＡＮシステムでは、無線アクセスネットワークは基地局サブシステム（
ＢＳＳ）と呼ばれ、基地局は無線基地局（ＢＴＳ）と呼ばれ、移動端末は移動局（ＭＳ）
と呼ばれる。コアネットワークは、原則的に、具体的には、移動交換局（ＭＳＣ）または
第２世代移動交換局（２Ｇ－ＭＳＣ）型のエンティティやサービングＧＰＲＳ（汎用パケ
ット無線サービス）サポートノード（ＳＧＳＮ）型のエンティティなどのネットワークエ
ンティティまたはノードを含む。無線インターフェースは、Ｕｍインターフェースと呼ば
れる。インターフェース７は、ＭＳＣへのＡインターフェースおよびＳＧＳＮへのＧｂイ
ンターフェースと呼ばれる。インターフェース８はＡｂｉｓインターフェースと呼ばれる
。ＧＥＲＡＮ型のシステムでは、Ｉｕｒｇインターフェースと呼ばれる、ＢＳＣ間のイン
ターフェース９もある。ＧＥＲＡＮ型システムでのインターフェース７は、ＧＳＭで使用
されるものと同一のＡおよびＧｂインターフェース、および／またはＵＭＴＳで使用され
るものと同一のＩｕインターフェースに対応する。
【０００７】
　ＵＭＴＳ型システムでは、無線アクセスネットワークはＵＭＴＳ地上無線アクセスネッ
トワーク（ＵＴＲＡＮ）と呼ばれ、基地局はノードＢと呼ばれ、基地局制御装置は無線ネ
ットワーク制御装置（ＲＮＣ）と呼ばれ、移動端末はユーザ機器（ＵＥ）と呼ばれる。無
線インターフェースはＵｕインターフェースと呼ばれ、インターフェース７はＩｕインタ
ーフェースと呼ばれ、インターフェース８はＩｕｂインターフェースと呼ばれ、無線ネッ
トワーク制御装置間には、Ｉｕｒインターフェースと呼ばれるインターフェース９もある
。コアネットワークも、原則的に、具体的には、移動交換局（ＭＳＣ）または第３世代移
動交換局（３Ｇ－ＭＳＣ）型のエンティティやサービングＧＰＲＳ（汎用パケット無線サ
ービス）サポートノードＳＧＳＮ型のエンティティなどのネットワークエンティティまた
はノードを含む。
【０００８】
　さらに、ＵＭＴＳなどのシステムは、ソフトハンドオーバ（マクロダイバーシチ伝送）
技術を使用し、それによってユーザ機器は同時に複数の基地局に接続され、すなわち、同
時に複数のサービスセル（アクティブセルとも呼ばれる）によってサービスを提供される
。ユーザ機器が接続される様々なノードＢは、同じ無線ネットワーク制御装置によって制
御されてもされなくてもよい。それらが異なる無線ネットワーク制御装置によって制御さ
れる場合には、そのうちの１つでサービス無線ネットワーク制御装置（ＳＲＮＣ）と呼ば
れるものが関連する呼の制御機能、具体的にはサービスセルの付加または除去機能を有す
る。ＳＲＮＣによって制御されない、ユーザ機器に接続されたノードＢは、Ｉｕｒインタ
ーフェースを介して、ドリフト無線ネットワーク制御装置（ＤＲＮＣ）と呼ばれるそれら
を制御する無線ネットワーク制御装置によってＳＲＮＣとやりとりする。ソフトハンドオ
ーバ技術とは独立に、移動端末が、Ｉｕｒインターフェースを介したハードハンドオーバ
に続いて、ＳＲＮＣに制御されないノードＢに接続されることもあり得る。ＧＥＲＡＮの
場合には、これはＩｕｒｇインターフェースを介したハードハンドオーバの後でも可能で
あり、その場合、ＵＭＴＳと同様に、サービスＢＳＣおよびドリフトＢＳＣがあり得る。
【０００９】
　移動端末は、周囲のセルに関連付けられたビーコンチャネルを絶えず、または要求に応
じて受信し、ビーコンチャネル上で電波測定を行う。それらの測定を基に、最適なサービ
スセルを選択するために考慮される機構に従って、端末自体または無線アクセスネットワ
ーク（その場合は端末が測定結果をネットワークに報告する）によって最適なセルが選択
され得る。
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【００１０】
　端末主導のセル選択または再選択の機構では、端末は、ビーコンチャネル上で同報送信
される情報から、新しく再選択されたセル（目標セル）が現在のサービスセルと同じ所在
地区域に属するかどうか区別することができる。同じ所在地区域に属する場合には、新し
いセルが新しいサービスセルになる。そうでない場合には、端末は、ユーザの新しいセル
へのアクセス権を検証させるために、所在地更新手順を使用して、事前にそれをネットワ
ークに知らせる。ネットワークからの応答が肯定的である場合には、ユーザは、新しい所
在地区域に登録され、新しいセルが新しいサービスセルになる。
【００１１】
　これらのシステムおよび／またはその提供サービスの地理的適用範囲を拡大するために
、一般に、普通は様々な運営者と関連付けられた複数のネットワークまたはＰＬＭＮが提
供される。関連する運営者間では、国内および／または国際レベルでローミング契約が締
結され得る。ユーザが加入するネットワークを示すのに「加入先（ホーム）ＰＬＭＮ」（
ＨＰＬＭＮ）という表現が使用され、その適用範囲内にユーザが位置し、ユーザのＨＰＬ
ＭＮがローミング契約を結んでいる、ＨＰＬＭＮとは異なるネットワークを示すのに「訪
問先（ビジテッド）ＰＬＭＮ」（ＶＰＬＭＮ）という用語が使用される。
【００１２】
　ローミング契約は、ＶＰＬＭＮへのアクセスがそのＶＰＬＭＮ全体について許可される
（その場合は、「国際ローミング」という表現が使用される）ようにも、そのＶＰＬＭＮ
の一定の区域に制限する（その場合は、「国内ローミング」という表現が使用される）よ
うにもすることができる。例えば、そうした区域は、ＨＰＬＭＮがそれ自体で無線サービ
スを提供しない区域に対応し得る。これは、具体的には、極めて低いトラフィック密度を
有する地理的区域、または、新世代インフラストラクチャ、具体的には第３世代インフラ
ストラクチャなどを展開する段階に適用され得る。
【００１３】
　アクセス権は、普通、国際移動加入者識別（ＩＭＳＩ）番号などのユーザ識別データに
基づいて制御される。図２に示すように、この種の番号は、国を識別する移動国コード（
ＭＣＣ）フィールド、その国内のＰＬＮＭを識別する移動網コード（ＭＮＣ）フィールド
、およびそのＰＬＭＮ内のユーザを識別する移動加入者識別番号（ＭＳＩＮ）フィールド
を含む。
【００１４】
　アクセス権情報は以下の２種類からなる。
・　第１の種類の情報は、本明細書では経路指定契約情報（ルーティング・アグリーメン
ト・インフォメーション）と呼ばれる、ＩＭＳＩ番号のＭＣＣフィールドおよびＭＮＣフ
ィールドから識別され得る適用可能な国内および国際経路指定契約に関連するものであり
、
・　第２の種類の情報は、ＩＭＳＩ番号のＭＳＩＮフィールドから識別され得るユーザの
加入に関連するものである。
【００１５】
　本発明は、より詳細には、ローミング契約に基づいてアクセス権を制御することに関す
る。このために必要とされるローミング契約情報は、一般に、端末や無線アクセスネット
ワークでは利用できず、一般には、コアネットワークで提供される、例えば、在圏所在地
登録（ビジター・ロケーション・レジスタ、ＶＬＲ）型の経路指定契約データベースに集
中され、このデータの管理および更新を容易にする。この種のデータベースは、運用保守
（Ｏ＆Ｍ）手段によって対応する情報と共に構成され得る。ＶＬＲはＭＳＣ型のエンティ
ティにリンクすることも、ＳＧＳＮ型のエンティティに統合することもできる。
【００１６】
　前述のように、端末主導でのセル選択または再選択の機構では、目標セルを選択する際
にコアネットワークが関与する。したがって、ローミング契約に基づく新しい目標セルへ
のアクセス権の制御はまったく問題を引き起こさない。というのは、経路指定契約情報が
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（前述のように）コアネットワークで利用可能だからである。
【００１７】
　しかしながら、目標セルを選択する際にコアネットワークが関与しない機構、すなわち
、無線アクセスネットワークによって制御される目標セル選択機構、具体的には、ハンド
オーバ（セル間転送）機構、セル変更順序機構、および指定再試行機構を伴う場合には問
題が生じる。
【００１８】
　この問題に対する２種類の解決法が提案されている。
【００１９】
　第１の種類の解決法では、無線アクセスネットワークは、運用保守（Ｏ＆Ｍ）手段によ
って、ローミング契約情報を用いて構成され得る。出願人は、その種の解決法が最適な解
決法ではないと認めている。というのは、具体的には、その目的が、コアネットワークが
関与していない目標セル選択機構でのアクセス権制御を、コアネットワークが関与してい
る目標セル選択機構でのアクセス権制御と、特に両方で同じ所在地区域（ロケーション・
エリア、ＬＡ）概念を使用して整合させることである場合には、それが、大量の情報の無
線アクセスネットワークへの格納をもたらし、無線アクセスネットワークとコアネットワ
ークとで実施される別々のＯ＆Ｍ動作でのメモリ調整を必然化するからである。
【００２０】
　第２の種類の解決法では、コアネットワークは、具体的には、ＵＭＴＳやＧＳＭ／ＧＥ
ＲＡＮなどのシステムで無線アクセス伝送（ＲＡＢ）サービスをセットアップまたは再配
置する段階で、ローミング契約情報を無線アクセスネットワークに伝達することが可能な
はずである。出願人は、この種の解決法にいくつかの欠点があることを認めている。それ
は、コアネットワークと無線アクセスネットワークの間のインターフェース（そのインタ
ーフェースはＵＭＴＳではＩｕインターフェースである）を介した比較的長いメッセージ
の交換をもたらし、このインターフェースを介した伝送に使用可能なリソースの比較的大
量の消費につながる。また、同じ訪問先ＰＬＭＮの適用範囲内の大部分の移動端末が同じ
ＭＣＣフィールドおよびＭＮＣフィールドを持つために、同じ情報が無益に何度も転送さ
れる。
【００２１】
　さらに、やはり出願人が認めるところでは、第２のタイプの解決法の別の欠点は、特に
、ソフトハンドオーバ（マクロダイバーシチ伝送）を使用するＵＭＴＳなどのシステムの
場合に、ローカルＶＬＲを、それが制御しない区域でのアクセス権を用いて構成する必要
があることであり、ローカルＶＬＲをそのＰＬＭＮ全体（および、おそらく、隣接するＰ
ＬＭＮの隣接するセル）でのアクセス権を用いて構成する必要があることである。事実、
ソフトハンドオーバは、ＳＲＮＣが、それ自体は制御しないが、ＤＲＮＣによって制御さ
れるセルに関するアクセス権情報を持つことを必要とする。これらの欠点は、ＶＬＲで必
要とされるメモリ量、各ＶＬＲで実施される別々のＯ＆Ｍ動作の手動調整の必要、および
それがカバーする区域のためだけのそうした情報を用いてすでに構成されたＶＬＲを変更
なしで使用できないという点で、比較的高いコストを含む。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００２２】
　本発明の目的は、前述の欠点の一部または全部を回避することである。本発明のより一
般的な目的は、そうしたシステムでのアクセス権制御を最適化することである。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　本発明は、第１に、セルラ式移動無線システムでの、前記システムのコアネットワーク
から無線アクセスネットワークへのローミング契約情報の転送を含むアクセス権制御の方
法に存し、この方法では、前記ローミング契約情報は、コアネットワークと無線アクセス
ネットワークの間のインターフェースにおける無線アクセスベアラの管理とは独立に転送
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される。
【００２４】
　別の特徴によれば、このように転送されるローミング契約情報は、国際移動加入者識別
番号のサブセットによって識別される公衆陸上移動網（パブリック・ランド・モバイル・
ネットワーク）に共通のものである。
【００２５】
　別の特徴によれば、前記サブシステムは、移動国コード（ＭＣＣ）フィールドおよび／
または移動網コード（ＭＮＣ）フィールドを含む。
【００２６】
　別の特徴によれば、前記ローミング契約情報は、無線アクセスネットワークの要求によ
り送信される。
【００２７】
　別の特徴によれば、前記ローミング契約情報は、要求に応じて送信される。
【００２８】
　別の特徴によれば、前記ローミング契約情報は、定期的に送信される。
【００２９】
　別の特徴によれば、前記ローミング契約情報は、更新（アップデート）の場合に送信さ
れる。
【００３０】
　別の特徴によれば、コアネットワークは、事前に前記ローミング契約情報を用いて構成
される。
【００３１】
　別の特徴によれば、前記構成は、運用保守（Ｏ＆Ｍ）手段によって実施される。
【００３２】
　別の特徴によれば、前記ローミング契約情報は、コアネットワークで在圏所在地登録（
ＶＬＲ）型データベースに記憶される。
【００３３】
　また、本発明は、セルラ式移動無線システムでアクセス権を制御する方法に存し、この
方法では、第１の無線アクセスネットワーク機器によるローミング契約に基づくアクセス
権制御のために、前記第１の無線アクセスネットワーク機器は、少なくとも１つの第２の
無線アクセスネットワーク機器から、前記第１の無線アクセスネットワーク機器によって
カバーされない少なくとも１つの区域での制御情報を得る。
【００３４】
　別の特徴によれば、前記第１の無線アクセスネットワーク機器は、それを制御するコア
ネットワーク機器から、前記第１の無線アクセスネットワーク機器によってカバーされる
少なくとも１つの区域での制御情報を得る。
【００３５】
　別の特徴によれば、前記第２の無線アクセスネットワーク機器は、それを制御するコア
ネットワーク機器から、前記第２の無線アクセスネットワーク機器によってカバーされる
少なくとも１つの区域での制御情報を得る。
【００３６】
　別の特徴によれば、無線アクセスネットワーク機器によってそれを制御するコアネット
ワーク機器から得られた制御情報は、前記無線アクセスネットワーク機器が、前記無線ア
クセスネットワーク機器によってカバーされる少なくとも１つの区域でのローミング契約
に基づいてアクセスを制御できるようにするローミング契約情報を含む。
【００３７】
　別の特徴によれば、前記ローミング契約情報は、本発明の第１の態様による方法を使用
して、無線アクセスネットワーク機器にそれを制御するコアネットワーク機器によって転
送される。
【００３８】
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　別の特徴によれば、前記第１の無線アクセスネットワーク機器によって前記第２の無線
アクセスネットワーク機器から得られた前記制御情報は、前記第１の無線アクセスネット
ワーク機器が、前記第１の無線アクセスネットワーク機器によってカバーされない少なく
とも１つの区域でのローミング契約に基づいてアクセスを制御できるようにするローミン
グ契約情報を含む。
【００３９】
　別の特徴によれば、前記第１の無線アクセスネットワーク機器によって前記第２の無線
アクセスネットワーク機器から得られた前記制御情報は、第１の無線アクセスネットワー
ク機器によってカバーされない少なくとも１つの区域での第２の無線アクセスネットワー
ク機器によるローミング契約の制御を表す情報を含む。
【００４０】
　別の特徴によれば、前記第１の無線アクセスネットワーク機器は、前記無線アクセスネ
ットワーク機器を接続するインターフェースを介して前記第２の無線アクセスネットワー
ク機器から制御情報を得る。
【００４１】
　別の特徴によれば、前記第１の無線アクセスネットワーク機器は、コアネットワークを
介して前記第２の無線アクセスネットワーク機器から制御情報を得る。
【００４２】
　別の特徴によれば、前記第１および第２の無線アクセスネットワーク機器は、同じネッ
トワークの一部である。
【００４３】
　別の特徴によれば、前記第１および第２の無線アクセスネットワーク機器は、隣接する
ネットワークの一部である。
【００４４】
　別の特徴によれば、前記第２の無線アクセスネットワーク機器によるアクセス制御を表
す前記情報は、再配置またはハンドオーバ手順の状況で前記第１の無線アクセスネットワ
ーク機器によって得られる。
【００４５】
　また、本発明は、前記方法のどちらかまたは両方を実行するように構成された手段を含
む無線アクセスネットワーク機器に存する。
【００４６】
　具体的には、前記無線アクセスネットワーク機器は、無線ネットワーク制御装置（ＲＮ
Ｃ）の形を取る。
【００４７】
　本発明は、さらに、前記方法のどちらかまたは両方を実行するように構成された手段を
含むコアネットワーク機器に存する。
【００４８】
　具体的には、前記ローミング契約情報は在圏所在地登録（ＶＬＲ）に記憶され、前記コ
アネットワーク機器は、在圏所在地登録（ＶＬＲ）に接続された移動交換局（ＭＳＣ）型
機器、または在圏所在地登録（ＶＬＲ）を組み込んだサービングＧＰＲＳサポートノード
（ＳＧＳＮ）型機器の形を取る。
【００４９】
　本発明は、さらに、前述の種類の方法を実行するように構成された手段を含む移動無線
システムに存する。
【００５０】
　本発明のその他の目的および特徴は、添付の図面を参照して与えられる、以下の本発明
の一実施形態の詳細な説明を読めば明らかになるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５１】
　本発明の一態様は、具体的にはローミング契約情報などの半静止情報に対応するアクセ
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ス権情報が、コアネットワークと無線アクセスネットワークの間のインターフェースにお
ける無線アクセスベアラの管理とは独立に転送されるべきである、すなわち、この情報が
個々のユーザにリンクされるべきでないと提案する。無線アクセスベアラ（ＲＡＢ）は、
移動端末とコアネットワークの間で所与のサービスでのユーザデータを転送し、信号を送
信するための１組のリソースである。コアネットワークと無線アクセスネットワークの間
のＩｕインターフェースで交換される信号送信は、具体的には、（特に、無線アクセスベ
アラをセットアップまたは再配置する段階での）無線アクセスベアラ管理に関連する信号
送信を含む。
【００５２】
　具体的には、本発明は、転送されたローミング契約情報が、国際移動加入者識別（ＩＭ
ＳＩ）番号のサブセット、具体的には、移動国コード（ＭＣＣ）フィールドおよび／また
は移動網コード（ＭＮＣ）フィールドを含むサブセットに共通のものとされるべきである
と提案する。
【００５３】
　したがって、そうした情報をコアネットワークから無線アクセスネットワークに転送す
るのに必要とされるデータ量、およびこの情報をＶＬＲに記憶するのに必要とされるメモ
リ空間は、大幅に削減され得る。
【００５４】
　無線アクセスネットワーク機器に転送される前記経路指定契約情報は、その機器によっ
てカバーされる区域（例えば、所在地区域（ＬＡ））ごとに、それが、そのＩＭＳＩメン
バの同じサブセットによって識別される１組の加入者に許可されているか、それとも禁止
されているか示すことができる。
【００５５】
　ローミング契約情報は、無線アクセスネットワークの要求により転送され得る。この情
報は、定期的に送信されても、更新の場合にだけ送信されてもよい。
【００５６】
　例えば、このように転送される情報は、コアネットワークまたは隣接するＲＮＣの新し
いノードを指定した後で、前記ノードのうちの１つとの物理接続または仮想接続をセット
アップし直した後で、あるいはコアネットワークまたは隣接するＲＮＣでローミング契約
が変更される都度送信され得る。
【００５７】
　本発明の別の態様は、（具体的にはＲＮＣ型エンティティなどの）無線アクセスネット
ワークエンティティが、それがカバーする区域でのこのローミング契約情報を、（具体的
にはＭＳＣ／ＶＬＲまたはＳＧＳＮ型のエンティティなどの）それを制御するコアネット
ワークエンティティから得るべきであり、それがカバーしない区域でのそうしたローミン
グ契約情報を、他の無線アクセスネットワークエンティティ（それら他の無線アクセスネ
ットワークエンティティ自体はこの情報を、それらを制御するコアネットワークエンティ
ティから得る）から得るべきであると提案する。このように、ＶＬＲに記憶される情報量
が大幅に削減され得る。というのは、ＶＬＲを、関連するＰＬＭＮによってカバーされる
全区域ではなく、それがカバーする区域での経路指定契約情報を用いて構成するだけで十
分であるからである。言い換えると、すでにそうした情報を用いて構成されたＶＬＲは、
それをまったく変更することなく、目標セルへのアクセスを制御するためのこの種の機構
に使用され得る。
【００５８】
　このように無線アクセスネットワーク機器に転送されたローミング契約情報は、任意選
択で、関連するＰＬＮＭがローミング契約を結んでいる少なくとも１つの隣接するＰＬＭ
Ｎに属する隣接するセルに関連するローミング契約情報をさらに含む。
【００５９】
　隣接するＰＬＭＮに具体的に属する隣接する無線アクセスネットワーク機器とのＩｕｒ
インターフェースがなく、ＵＭＴＳの場合の再配置（サービスＲＮＣの変更）手順または
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ＧＳＭ／ＧＥＲＡＮまたはＵＭＴＳ－ＧＳＭ網間接続の場合のハンドオーバ手順を用いる
機構の場合での別の選択肢が、ＩＭＳＩ番号に基づいて目標無線アクセスネットワーク機
器によってチェックされたアクセス権を持つことである。
【００６０】
　一般に、また様々な可能性を共通定義にまとめると、本発明の別の態様は、第１の無線
アクセスネットワーク機器によるローミング契約に基づくアクセス権制御のために、前記
第１の無線アクセスネットワーク機器は、少なくとも１つの第２の無線アクセスネットワ
ーク機器から、前記第１の無線アクセスネットワーク機器によってカバーされない少なく
とも１つの区域での制御情報を得る。
【００６１】
　前記第１の無線アクセスネットワーク機器は、有利には、それを制御するコアネットワ
ーク機器から、前記第１の無線アクセスネットワーク機器によってカバーされる少なくと
も１つの区域での制御情報を得る。
【００６２】
　前記第２の無線アクセスネットワーク機器は、有利には、それを制御するコアネットワ
ーク機器から、前記第２の無線アクセスネットワーク機器によってカバーされる少なくと
も１つの区域での制御情報を得る。
【００６３】
　具体的には、無線アクセスネットワーク機器によってそれを制御するコアネットワーク
機器から得られた制御情報は、前記無線アクセスネットワーク機器が、前記無線アクセス
ネットワーク機器によってカバーされる少なくとも１つの区域でのローミング契約に基づ
いてアクセスを制御できるようにするローミング契約情報を含む。
【００６４】
　前記ローミング契約情報は、有利には、本発明の第１の態様による方法を使用して、無
線アクセスネットワーク機器にそれを制御するコアネットワーク機器によって転送される
。
【００６５】
　１つの可能な方法は、前記第２の無線アクセスネットワーク機器から前記第１の無線ア
クセスネットワーク機器によって得られた前記制御情報が、前記第１の無線アクセス機器
が、前記第１の無線アクセスネットワーク機器によってカバーされない少なくとも１つの
区域でのローミング契約に基づいてアクセスを制御できるようにするローミング契約情報
を含むことである。
【００６６】
　別の可能な方法は、前記第２の無線アクセスネットワーク機器から前記第１の無線アク
セスネットワーク機器によって得られた前記制御情報が、第１の無線アクセスネットワー
ク機器によってカバーされない少なくとも１つの区域での前記第２の無線アクセスネット
ワーク機器によるローミング契約の制御を表す情報を含むことである。
【００６７】
　１つの可能な方法は、前記第１の無線アクセスネットワーク機器が、前記無線アクセス
ネットワーク機器を接続するインターフェースを介して、前記第２の無線アクセスネット
ワーク機器から制御情報を得ることである。
【００６８】
　別の可能な方法は、前記第１の無線アクセスネットワーク機器が、コアネットワークを
介して前記第２の無線アクセスネットワーク機器から制御情報を得ることである。
【００６９】
　１つの可能な方法は、前記第１および第２の無線アクセスネットワーク機器が同じネッ
トワークの一部であることである。
【００７０】
　別の可能な方法は、前記第１および第２の無線アクセスネットワーク機器が隣接するネ
ットワークの一部であることである。
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【００７１】
　前記第２の無線アクセスネットワーク機器によるアクセス制御を表す前記情報は、有利
には、ＵＭＴＳの場合の再配置手順またはＧＳＭ／ＧＥＲＡＮおよびＵＭＴＳ－ＧＳＭ網
間接続の場合のハンドオーバ手順の状況で、前記第１の無線アクセスネットワーク機器に
よって得られる。
【００７２】
　図３に、本発明の方法を実施することのできるシステムの一例を示す。
【００７３】
　図３には、例を挙げると、
・　第１の公衆陸上移動網ＰＬＭＮ１に属するセル１Ａ、１Ｂ、１Ｃ、１Ｄ、および第２
の公衆陸上移動網ＰＬＭＮ２に属するセル２Ａ、２Ｂ、２Ｃ、
・　この例では無線ネットワーク制御装置（ＲＮＣ）型の機器である無線アクセスネット
ワーク機器、例えば、セル１Ａを制御する無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１１、セル１
Ｂを制御する無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１２、セル１Ｃおよび１Ｄを制御する無線
ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３、セル２Ａおよび２Ｂを制御する無線ネットワーク制御
装置ＲＮＣ２１、セル２Ｃを制御する無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ２２
・　コアネットワーク内の在圏所在地登録（ＶＬＲ）型機器、例えば、無線ネットワーク
制御装置ＲＮＣ１１を制御する在圏所在地登録ＶＬＲ１１、無線ネットワーク制御装置Ｒ
ＮＣ１２およびＲＮＣ１３を制御する在圏所在地登録ＶＬＲ１２、および無線ネットワー
ク制御装置ＲＮＣ２１およびＲＮＣ２２を制御する在圏所在地登録ＶＬＲ２１
　が示されている。
【００７４】
　図３は、例を挙げると、無線アクセスネットワークによって制御される目標セル選択機
構がセル１Ｄからなるサービスセルから実行され、目標セルは、セル１Ｃ、２Ａ、２Ｂを
含むセル１Ｄに隣接するセルの中から選択される状況に関連する。この例では、サービス
セル１Ｄを制御するサービスＲＮＣ（ＲＮＣ１３）は、その場合、セル１Ｃ、２Ａ、２Ｂ
のどれか１つへのアクセス権を制御するのに必要な制御情報を含む。
【００７５】
　本発明によれば、この例では、無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３は、在圏所在地登
録ＶＬＲ１２から、
・　（セル１Ｃを含む）無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３によってカバーされる区域
でのローミング契約情報、および
・　任意選択で、無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３によってカバーされないが、ＰＬ
ＭＮ１がローミング契約を結んでいる隣接するＰＬＭＮ（ＰＬＭＮ２）に属する隣接する
セルに相当するセル２Ａおよびセル２Ｂでのローミング契約情報
　を得る。
【００７６】
　別の可能な方法は、隣接するＰＬＭＮに具体的に属し得る（この例では無線ネットワー
ク制御装置ＲＮＣ２１などの）隣接するＲＮＣとのインターフェースＩｕｒがない場合で
、再配置手順（またはサービスＲＮＣの変更、この例ではＲＮＣ１３からＲＮＣ２１への
）、あるいはＲＮＣ間ハンドオーバ（この例では、ＲＮＣ１３からＲＮＣ２１への）を実
行する機構の場合には、ＩＭＳＩ番号に基づいて目標ＲＮＣ（この例ではＲＮＣ２１）に
よって制御されるアクセス権を持つことおよび送信元ＲＮＣ（この例ではＲＮＣ１３）に
目標ＲＮＣによるアクセス権制御を表す情報を送信することである。
【００７７】
　当分野で知られているように、再配置手順は、以下のメッセージ交換を含む。
・　送信元ＲＮＣ（この例ではＲＮＣ１３）からＣＮに「必要とされる再配置」メッセー
ジが送信され、
・　ＣＮから目標ＲＮＣ（この例ではＲＮＣ２１）を経てＣＮに「再配置要求」メッセー
ジが送信され、
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・　目標ＲＮＣ（この例ではＲＮＣ２１）からＣＮに「再配置要求受信通知」メッセージ
が送信され、
・　ＣＮから送信元ＲＮＣ（この例ではＲＮＣ１３）に「再配置コマンド」メッセージが
送信される。
【００７８】
　本発明は、目標ＲＮＣによるアクセス権制御を表す情報が、目標ＲＮＣからＣＮに送信
される「再配置要求受信通知」メッセージと、ＣＮから送信元ＲＮＣに送信される「再配
置コマンド」メッセージとに含まれるべきであると提案する。
【００７９】
　さらに、無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３がそのためのサービスＲＮＣの役割を有
するはずのインターフェースＩｕｒを介したソフトハンドオーバまたはハードハンドオー
バの場合、およびコアネットワークを介した再配置またはハンドオーバの場合では、無線
ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３は、無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１２から、ＲＮＣ
１２、および該当する場合にはその隣接するＲＮＣによってカバーされる区域でのローミ
ング契約情報を得るはずである。
【００８０】
　さらに、無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３がそのためのサービスＲＮＣの役割を有
するはずのインターフェースＩｕｒを介したソフトハンドオーバまたはハードハンドオー
バの場合、およびコアネットワークを介した再配置またはハンドオーバの場合では、無線
ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３は、無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１１から、ＲＮＣ
１１、および該当する場合にはその隣接するＲＮＣによってカバーされる区域でのローミ
ング契約情報を得るはずである。
【００８１】
　同じ原理が、例として前述した無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１３以外の任意のＲＮ
Ｃにも適用され得る。
【００８２】
　例えば、コアネットワークと無線ネットワーク制御装置の間、および２つの無線ネット
ワーク制御装置間でのローミング契約の転送を例に取ると、Ｉｕｒインターフェースを使
用し、Ｉｕインターフェースを介して導入され得る、当分野で知られている「情報交換開
始」手順および「情報報告」手順の機構を使用することが可能である。
【００８３】
　当分野で知られているように、「情報交換開始」手順は、以下のメッセージ交換を含む
。
・　無線ネットワーク制御装置、ＲＮＣ１１などから無線ネットワーク制御装置、ＲＮＣ
１２などに「情報交換開始要求」メッセージが送信され、
・　応答として、無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１２から無線ネットワーク制御装置Ｒ
ＮＣ１１に「情報交換開始応答」メッセージが送信される。
【００８４】
　当分野で知られている方式では、「情報報告」手順は、例えば、無線ネットワーク制御
装置ＲＮＣ１２から無線ネットワーク制御装置ＲＮＣ１１に送信される「情報報告」メッ
セージを含む。
【００８５】
　「情報交換開始」手順および「情報報告」手順は、例えば、以下の方式でＩｕインター
フェースを介して適用され得る。
【００８６】
　「情報交換開始」手順は、以下のメッセージ交換を含む。
・　ＲＮＣからコアネットワークノードに「情報交換開始要求」メッセージが送信され、
・　応答として、コアネットワークノードからＲＮＣに「情報交換開始応答」メッセージ
が送信される。
【００８７】
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　当分野で知られている方式では、「情報報告」手順は、コアネットワークからＲＮＣに
送信される「情報報告」メッセージを含む。
【００８８】
　図３に示す例は、より具体的には、ＵＭＴＳ（個々にはＧＥＲＡＮ）に対応し、その場
合ＶＬＲとＲＮＣ（個々にはＢＳＣ）の間の交換はＩｕ（個々にはＡまたはＩｕ）インタ
ーフェースを介して実施され、ＲＮＣ間の交換はＩｕｒ（個々にはＩｕｇ）インターフェ
ースを介して実施される。
【００８９】
　もちろん、本発明は前述の例に限られるものではなく、本発明の範囲から逸脱しない他
の例も、もちろん可能なはずである。さらに、図３は、単に、本発明による方法が実施さ
れ得るシステムの一例を、そうしたシステムでは一般的な原理を使用し得る伝送および信
号送信方法またはプロトコルの詳細には立ち入らずに、図式的に示したものにすぎない。
【００９０】
　前述のアクセス権制御方法に加えて、本発明は、さらに、すべて本発明による方法を実
行するように構成された手段を含む移動無線システム、無線アクセスネットワーク機器、
およびコアネットワーク機器にも存するものである。そうした手段は、前述の方法に従っ
て動作することができ、その具体的実施形態は、当分野の技術者にとって特に難しいもの
ではなく、そうした手段を、前述のようにその機能を記述する以上に詳細に本明細書で説
明する必要はない。
【００９１】
　本発明の利点には、具体的には、
・　ＶＬＲ中の経路指定表での変更が必要とされないこと、
・　ＶＬＲ間の調整が自動的に行われること、
・　ＰＬＭＮの任意のＶＬＲで変更が実施された場合には、ＵＴＲＡＮの更新が自動的に
行われること、
・　新しいＲＮＣがＵＴＲＡＮに追加された場合には、無線ネットワークサブシステム（
ＲＮＳ）表の更新が自動的に行われること、
・　ＣＮから転送されるデータ量が最小限に抑えられること、および
・　呼またはＵＥにリンクされたメッセージを介して半静止情報が転送されなくなること
　が含まれる。
【図面の簡単な説明】
【００９２】
【図１】移動無線システムの一般的アーキテクチャの概略を示す図である。
【図２】ＩＭＳＩ番号の構造の概略を示す図である。
【図３】本発明による方法を実行するシステムの一例を示す図である。
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